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１．はじめに 

日本では脱炭素社会の実現や低いエネル

ギー自給率の解決を担う主力電源として、

再生可能エネルギーの導入が拡大している。

中でも農地の上部空間に太陽光発電設備を

設置し、営農を継続しながら発電を行う営

農型太陽光発電（以下、AV）は、発電電力の

自家利用や販売による農業経営の改善が期

待できる。AVは健全な営農が前提となるが、

AV設置は生産物の減収や作業効率の低下な

ど、営農に影響を及ぼすことが想定される

ため、農業経営に合わせた適切な導入計画

が必要になる。 

 斉藤・磐田（2024）1)は、固定価格買取制

度（以下、FIT）や太陽光発電設備の第三者

所有モデル等の各事業モデルにおける AV

の収益性を分析しているが、農業経営は考

慮されていない。本間ら（2016）2)は太陽光

パネルの遮光による減収のみを考慮し、FIT

による売電を想定した収益性を試算してい

るが、農業経営と発電事業を包括的に分析

した研究は見当たらない。 

 そこで本研究では、農業経営における AV

を導入した場合の会計モデルを構築し、発

電事業における適切な販売単価と販売数量

の関係を推定することで、適切な導入計画

の策定手法を提案することを目指す。 

２．研究方法 

農家が AV を導入した場合の会計モデル

は、農業部門と発電部門の会計収支の合算

が年間の経営体全体の会計収支となる構造

とした。各部門の会計収支構造を式(1)～

(3)に示す。 

PQ＝VQ＋F＋G …(1), G＝MQ－G …(2), 

P－V＝M …(3) 

PQ：売上(＝P×Q), VQ：変動費(＝V×Q), 

MQ：限界利益(＝M×Q), F：固定費,  

G：利益, Q：販売数量, P：販売単価,  

V：原価, M：粗利益 

種苗費や肥料費等の販売数量に比例する

費用は変動費に、減価償却費や事務管理費

等の販売数量に比例しない費用は固定費に

分類した。 

健全な経営の目標値として、損益分岐比

率（＝F/MQ）を経営的に健全な範囲の境界

値とされる 90%に設定する。そのうえで、AV

設置の影響を考慮した両部門の固定費の合

計に基づき、この損益分岐比率を達成可能

となる発電部門の販売単価と販売数量を算

出する。 

AV の導入対象として、日本農業の基幹作

物である水稲の単一経営を想定し、作付面

積は経営体系に差があると考えられる大規

模農家 50ha、中規模農家 15ha の２通りを

設定した。機械利用下限面積や作業可能時

間から農機具の性能や台数を設定し、作業

体系モデルを構築した。農業部門の販売単

位を作付面積 10a とし、単収は統計資料を

基に設定した。費用は作業体系モデルや農

機具取得価格等を基に算出した。農業部門

での利益は大規模農家で－184 万円、中規

模農家で－66 万円となった。 
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太陽光発電の発電量や設置面積は発電規

模に比例するものとした。発電量の推定に

は、発電事業に不利だと考えられる日射量

の少ない秋田県の日射量データを使用した。

遮光率は、AV の継続要件である地域の平均

収量の８割以上を確保込みのある 20%とし

た。減収による損失の推定に、本間ら（2016）
2)の収量推定式を一部加工し使用した。 

AV の導入方法として、農家自身で SS を

設置し、売電収入を得るケース 1、発電事業

者が AV を設置し、農家が土地貸借料を得る

ケース 2 を設定し、分析を行った。 

３．結果と考察 

ケース 1：農家自身での AV 設置 

シミュレーション結果を図 1 に示す。販

売単価を売電価格、販売数量を発電規模・

初期投資額に変換している。FIT 売電の場

合（2024年度の売電単価は発電規模 50kW以

上で 9.2 円/kWh、50kW 未満で 10 円/kWh）、

適切な発電規模は大規模農家で 117kW、中

規模農家で 33kW であった。この時必要な初

期投資額はそれぞれ 2,922 万円、820 万円

となり、AV 未導入時の営業キャッシュフロ

ー増額分のそれぞれ 5.5 倍、3.4 倍に相当

するため、大規模農家では特に資金調達が

容易でないことが予測される。 

そこで大規模農家における営業キャッシ

ュフロー増額分に対する AV への投資額を

中規模農家と同程度の 3.4 倍とした場合、

AV への初期投資額は 1,838 万円となる。こ

の時設置可能な発電規模は 74kW で、適切な

売電単価は 13 円/kWh となった。この売電

単価は FIT 価格より高いため、その実現に

は蓄電池を設置し、市場の売電上がる夜間

に売電する等の工夫が必要だと考えられる。 

case2：発電事業者による AV 設置  

 シミュレーション結果を図 2 に示す。販

売単価を土地貸借料に、販売数量を発電規

模・圃場設置面積に変換している。土地貸

借料を一般的な太陽光発電の土地貸借料と

同様の 15 万円/10a と設定した場合、適切

な設置規模は大規模農家で 3.2MW、中規模

農家で 1.0MW となり、設置面積はそれぞれ

5.8ha、1.8ha と大規模な設備になる。営農

への大きな支障を避けるため、経営改善目

標を損益分岐比率 100%とすると、適切な設

置規模は大規模農家で 939kW、中規模農家

で 334kWとなり、設置面積はそれぞれ 1.7ha、

0.6haと設置規模を縮小することができた。 

４．おわりに  

 本研究で構築した農家が AV を導入した

場合の会計モデルを用いることで、採用す

る売電形式や投資可能額など農家の経営状

況に合わせた適切な AV の導入規模を示す

ことができた。よって、本手法は経営計画

の策定に有効だと考える。 

 今後の課題として、農業の複合経営や、

太陽光パネルの性能や設置方法を複数検討

した場合のシミュレーションを可能とする

ことで、手法の実用性の向上が期待できる。 
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図 1 シミュレーション結果－ケース 1 

Simulation Results－Case1 

図 2 シミュレーション結果－ケース 2 

Simulation Results－Case2 

－ 678 －




